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「介護労働者の確保■定着等に関する研究会」開催要綱  

1 趣旨   

少子高齢化の進行等のなか、介護サービス分野へ進出する事業者や介護に   

携わる者は増加しており、今後もその需要の増大が見込まれるところである。   

一方、近年の景気回復等に伴い、他の分野における採用意欲も増大している   

ことや介護サービス分野の高い離職率とも相まって、一部の地域や事業所で   

は強い人手不足感が生じているとともに、介護労働者の雇用管理の改善が必   

ずしも進んでいない状況にあることなどから、将来にわたって安定的に人材   

を確保する仕組の構築が求められている。  

これらの背景としては、多様な人材や潜在的な有資格者が存在するものの   

介護サーービス分野において労働者の確保にいたっていないこと、また、介護   

事業所には雇用管理等が不十分なところがみられることやキャリアの先行き   

が必ずしも明らかでないことから離職者が多いことなどがあげられる。この   

ため、介護労働力の需給調整機能を強化することや、適切な支援を行うこと   
で雇用管理の改善が効果的になされることが期待されることから、様々な視   

点から分析を行い、介護労働者が誇りをもって生き生きとその能力を発揮し   

て働くことができるようにする対策を早急に検証する必要がある。  

こうした状況を踏まえ、介護労働者の雇用管理の改善、ハローワーク等の   

支援による人材の参入促進、安定的な人材の確保等という観点から検討を行   

う「介護労働者の確保・定着等に関する研究会」を開催することとする。   

2 検討事項   

○ 介護労働者の雇用管理の現状の把握及び分析   

○ 介護労働者の雇用管理の在り方   

○ 介護労働力の確保・定着のための支援策 など   

3 検討スケジュール   

0 4月より検討開始。業界ヒアリング等を通じて、7月末頃までに中間報   

告をとりまとめる予定。   

4 構成   

○ 研究会は厚生労働省職業安定局が学識経験者の参集を求めて開催する。   

○ 研究会の委員は7名程度とする。   

○ 研究会に座長を置き、座長は研究会の運営を掌握する。   

5 運営   

○ 研究会は必要に応じて、年数回程度開催する。   

○ 研究会の議事については、別に研究会において申し合わせた場合を除き  

公開とする。   

6 その他   

○ 研究会の庶務は厚生労働省職業安定局雇用政策課が行う。   

○ この要綱に定めるもののほか、研究会に関し必要な事項は職業安定局長  

が定める。   



「介護労働者の確保・定着等に関する研究会」委員名簿  
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中央大学大学院戦略経営研究科教授  

神奈川県立保健福祉大学保健福祉学部教授  

社会経済生産性本部事務局次長  

慶鷹義塾大学経済学部教授  

東京大学社会科学研究所教授  

東京大学社会科学研究所助教  

千葉大学法経学部法学科准教授  

（注） ◎は座長（敬称略）   



議事の公開について   

研究会は、原則公開とする。   

ただし、以下に該当する場合であって、座長が非公開が妥当であると  

判断した場合には、非公開とする。   

① 個人に関する情報を保護する必要がある。   

② 特定の個人等にかかわる専門的事項を審議するため、公開すると外   

部からの圧力や干渉等の影響を受けること等により、率直な意見の交   

換又は意思決定の中立性が不当に損なわれるとともに、委員の適切な   

選考が困難となるおそれがある。   

③ 公開することにより、市場に影響を及ぼすなど、国民の誤解や憶測   

を招き、不当に国民の間に混乱を生じさせるおそれがある。   

④ 公開することにより、特定の者に不当な利益を与え又は不利益を及   

ぼすおそれがある。  

※ 上記（D～④は、厚生労働省が定める「審議会等会合の公開に関する指針」   

における審議会等会合の公開に関する考え方に準拠するもの。   



研究会で議論していただく論点（案）  

平成20年4月18日   

1 今後、介護労働が目指す姿   

労働者がやりがいを持って働き続けられるような、介護労働のあるべき姿   

は何か  

2 介護労働市場を踏まえた、人材確保・定着のための取組   

少子高齢化が進展し、2014年には140万～160万人の介護労働者が必要  

とされるなかで、将来にわたって安定的に人材を確保していく仕組をどの  

ように構築していくか  

（1） 潜在的な有資格者の参入  

（2） 多様な人材の参入・参画  

（3） ハローワーク等のマッチング機能や募集・採用ルートの検証  

3 介護分野にふさわしい雇用管理・処遇の在り方   

雇用管理・処遇の改善を通じて、魅力ある仕事として評価され選択され  

るためには、どのような雇用管理・処遇が介護分野にふさわしいか  

4 介護分野における生産性の向上について   

労働集約型産業であり、介護報酬の枠組にある介護労働分野において、  

介護労働者の生産性向上について、どのように考えていくか  

5 その他   

・必要に応じ、適宜論点を追加   



研究会のスケジュール（案）  

第1回（4月18日）  ・研究会の進め方について  

・フリーディスカッション  

第2回（4月25日）  業界団体等からのヒアリング  

（ヒアリング対象団体等）   

全国老人保健施設協会   

全国老人福祉施設協議会  

「民間事業者の質を高める」全国介護事業者協議会   

日本在宅介護協会   

日本介護福祉士会   

日本介護福祉士養成施設協会   

求人情報サイト「カイゴジョブ」   

労働組合 等  

第3回（5月 8日）  

第4回（5月20日）  

（  （6月   日）  ・モデル的な取組（好事例等）のヒアリング）  

第5回（6月   日）  ・報告案の骨子  

第6回（7月   日）  ・中間報告のとりまとめ   



介護分野における従事者の動向等について  

学卒僻53万人 

一 

・・・・ 

・ 

＿＿．‥＿‥．＿＿． 、〔 ．′ 

離 

万人 

－  一′  

注1二介護保険従事者数は「介護サービス施設ヰ業所調査」（厚生労働省大臣官房統計情報部）よリ0  
注2二5．8万人は、介護福祉士登録者のH17年総数と＝16年総数の差。3万人は、＝17年合格者のうち、既に介護関連分野で就労していた者を受験資格別で足した数0  
注3：大卒11－651人、短大19，293人、専修9，171人、高卒12，757人（文部科学省「学校基本調査」より）  
注4＝9．3万人は、他のルートからの入職者数や離職者数を差し引いたうえでの推計値0  
注5：離職者の数は、H17年介護従事者＊離職率20・3％＝20・5万人より、離職者の動向で直前は介護に従事していた率32・5％の6・7万人を差し引いた数0常  
勤率は、離職者数のうち常勤労働者の割合62．8％を使用。   





＜付属資料 一覧＞  

1．介護分野の需要見通し等について  

2．介護労働の現状について  

3．介護労働者雇用管理改善等の関連施策について  

4．介護分野の労働者等の推移  

5．特定業種における就業者数の状況  

6．特定産業における入職率・離職率の状況  

7．都道府県別有効求人倍率（介護関係職種・職業計）  

8．都道府県別職業紹介状況（介護関係職種・職業計）  

9．介護職における有効求人倍率及び充足率の推移  

10．職種別賃金カーブ  

11．介護関係職種の求人賃金と求職賃金の比較  

12．福祉人材確保指針の概要  

13．介護保険制度の概要   



介護分野の需要見通し等について   



＼  

介護職員の需要見通しについて  

1．介護職員の需要見通しについては、平成16年現在の介護保険の介護職員数   

は100万人だが、後期高齢者数等の伸びに比例して需要が増加すると仮定し   

た場合、平成26年には、140万人～160万人の介護職員が必要と見込んでい  

旦」これは、10年間で40万人～60万人、年平均で4万人～6万人程度の介護   

職員の増が必要という見込みになる。  

（注）介護職員の将来の需要見通し  

平成16年  平成26年  

後期高齢者数   1110万人 →1530万人【D】  

要介護認定者数  410万人 → 600万人（予防効果あり）【B】  

→ 640万人（予防効果なし）【A】  

（上記と同じ伸び率で増加すると想定して推計）  

介護職員数  100万人 →13臥1万人【D】  

146．6万人【B】  

156．4万人【A】  

2．他方、介護職員の就労者数については、僻或12年以   

降、毎年約10万人程度増加しており、現在の新規資格取得者数を前提とすれ  

ば、定着化のための取組もあわせて行いつつ、将来の需要増に必要な介護職  

員の確保は可能と見込んでいる。  

（注）介護保険サービスの介護職員数（毎年約10万人程度増加）  

平成12年 13年   14年   15年  16年 17年10月  

約55万人→約66万人→約76万人→約88万人→約100万人→約112万人  

3．いずれにせよ、できるだけ介護の仕事に就く方々が辞めないよう、労働環   

境の改善など定着化のための取組を進めることが重要であると認識している。   



l－① 介蕗職員数の将来推計  

Ⅰ 介護サービス対象者数の推計  
○要介護認定者等数、介護保険利用者数及び後期高齢者（75歳以上）数の推計  単位＝万人  

平成16年  平成20年  平成23年  平成26年    平成36年  平成42年  

（2004）  （2008）  （2011）  （2014）  （2024）  （2030）   

予防効果なし【A】   410   520   580   640   
要介護認定者等数   

予防効果あり 【B】  500   540   600  

【c】  330   410   450   500  

介護保険利用者数   うち 施 設   80   100   100   110  

うち 在 宅   250   310   350   390  

後期高齢者（75歳以上）数  【D】   1110  1290  1430  1530  1980  2100  
＜出典＞ 要介護認定者等数：第18回社会保障審議会介護保険部会（平成16年10月29日）資料  

介護保険利用者数：第19回社会保障審議会介護保険部会（平成16年11月15日）資料  
後期高齢者（75歳以上）数：国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来人口（平成14年1月推計）」  

（注1）介護保険利用者数【c】は、現行の要介護認定者等数【A】がベース。なお、要介護認定者等数と一致しないのは、入院、家族介護等により、  

介護保険の利用率が8割程度であるため。  

（注2）国立社会保障・人口問題研究所「日本の将来人口（平成14年1月推計）」によると、2030年が後期高齢者数のピーク。  

Ⅱ 介護保険事業に従事する介護職員数（実数）の推計  

○ 平成16年の介護職員数（100．2万人）を基準に、Ⅰの各推計と同じ伸び率で増加すると想定して算定  
単位：万人（実数）  

平成16年  平成20年  平成23年  平成26年  平成36年  平成42年  
（2004）   （2008）   （2011）   （2014）  （2024）   （2030）   

【A】のケース   100．2  

施設  722．2  7β2．β  746．6  

724．6  7β5．9  75β一 β  

【B】のケース  

【c】のケース  

【D】のケース  29．8 在宅 70．4   
＜出典＞ 平成    16年の介護職員  数：平成16年フ   護サービス施設  ・事業所調査．   

いずれの推計を使  

用しても、平成26年  

の介護職員数は  

140～155万人程度  
であり、今後10年間  

で年間平均4．0～5．5  

万人程度の増加と  

見込まれる∩  

（注3）介護職員は、介護保険施設及び居宅サービス事業所等における従事者のうち、介護福祉士、訪問介護員等の介護関係業務に従事する者をいう。 ユ  
（注4）【c】のケースの推計は、施設・在宅別に推計したものを合計したもの。   



l－② 我が国の人口の推移（平成18年我が国の人口の推移（平成18年中位推計）  

で減少する見込み。  

日本の将来推計人口 中位推計（国立社会保障・人口問題研究所の推計 平成18年12月20日発表）  
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付属資料2  

介護労働の現状について   



1 事業所の属性  

○ 訪問系の事業所は民間企業が多く、施設（入所）系の事業所は社会福祉法人が多い。  

○ 訪問系の事業所は、比較的小規模の事業所が多い。  

（1）事業主体  

訪問系  

施設（入所）  

100％  20％  40％  60％  80％  

□民間企業■社会福祉法人（社協含む）■医療法人靂NPO■その他   

（2）事業所規模  

訪問系  

施設（入所）  

0％  10％  20％  30％  40％  50％  60％  70％  80％  90％  100％  

⊂コ14人以下 ■15人・－・49人 ■50人以上  

（出典）平成18年介護労働実態調査（（財）介護労働安定センター）  1   



2 労働者の属性  

○ 福祉施設介護員やホームヘルパーは、全産業と比較して、女性労働者の比率が高く、勤続年数は  
短い。また、きまって支給する現金給与額も、全産業と比較して低い。  

○ 訪問系の事業所では、非正社員の労働者が多い。  

（1）一般労働者の男女比、平均年齢、勤続年数及び平均賃金  

（出典）平成18年賃金構造基本統計調査（厚生労働省）。調査時点：平成18年7月。  

一般労働者とは短時間労働者以外の労働者であり、正規雇用■非正規雇用を問わない。  

（2）労働者の就業形態  

躯壷社員 

65．0％  34．8％   

言方唐森予  34．3％  65．3％   

（出典）平成18年介護労働実態調査（（財）介護労働安定センター）   



3 現在の事業所に就職した理由（複数回苔）  

○現在の事業所に就職した理由について、女性労働者は男性労働者と比較して、勤務日暗が短いこと、  

通勤が便利であること、自分の都合の良い時間に働けること、家庭の事情や他の活動と両立がしやす  

いことを理由に挙げる者が多い。  

女性   女性  

海  衰ホ     ヽ∴  18．2％   13．7％  

50．7％   51．9％  

6．8％   8．0％  

ニー     ∴ヽヽ ∴     嘉‡く二  4．0％   墨二空担  

÷L二 ∴宣．♪ 痩知恵彿  20．8％   35．6％  

斗つぺ・          ヽ 人    日  3．3％   14．8％  

濠     知人∴め勧  24．1％   25．1％  

庭の    、鱒三  7．0％   13．7％  

島本  め教義顧  痘   、ミさ三  義   、て，士ぐつ  琵    、rt∴こ与テ  L′‥   ＝与r  3．7％   3．8％  

れた経蛍寿が        、∴ 7．1％   4．6％  

妾め他  7．0％   6．7％  

鳴動な痙由はなし1 10．4％   4．9％   

3   
（出典）平成18年介護労働実態調査（（財）介護労働安定センター）  



4 労働時間（1週）  

○ 訪問系の事業所は施設（入所）系の事業所と比べ、1週間当たりの労働時間が比較的短い。  

○ 非正社員の約半数は、1過当たりの労働時間が30時間未満である。  

（1）1週間の労働時間数（サービス系別）  

時画以上  

∴∴－1汀三l口  29．7％  66．3％  

こ－こ 

7．8％  88．0％   

（2）1週間の労働時間数（就業形態別）  

（3）業務終了時の退勤の状況（主に訪問介護員）  

○ 直帰する者の割合 正社員：8．5％ 非正社員：42．6％  

（（1）～（3）の出典）平成18年介護労働実態調査（（財）介護労働安定センター）  
4   



5 賃金や労働時間についての考え方（主として訪問介護員）  

○ 非正社員は、収入が少なくとも都合の良い時間に働ける方が良いと考えている者の割合が高い。  

○ 賃金や労働時間についての考え方（主として訪問介護員）  

。  ※ それぞれの項目について「大いにあてはまる」、「ややあてはまる」と回答した者の割合  

（出典）平成18年介護労働実態調査（（財）介護労働安定センター）  5   



6 賃金水準  

○ 平均時間給は訪問介護員が介護職員より高い。  

○ 約4苦り強の訪問介護員（非正社員）は年収103万円未満である。  

（1）短時間労働者（女性）の平均時間給  

ホームヘルパー：1，296円 福祉施設介護員：985円  

（出典）平成18年賃金構造基本統計調査  

金の支払形態が時間給で 2）賃ある者のうち、時間給の水準が千円未満の者の割合  

訪問介護員：20．6％  介護職員：85．6％  

3）正社員である者のうち、年収が300万円以上の者の割合  

訪問介護員：18．5％  介護職員：22．6％  

4）非正社員である者のうち、年収が103万円未満の者の割合  

訪問介護員：42．1％   介護職員：28，1％  

※（2）～（4）の出典：平成18年介護労働実態調査  

6   



7 離職の状況①  

○ 介護職員の離職率は、全産業と比較して正社員において高い。  

○ 職員の定着率が低いと回答している事業所は、訪問系よりも施設（入所）系の事業所が多い。  

（1）離職率  

全撫 率塵社風 非正社員   

牟草葉畢  16．2％   13．1％   26．3％   

弁醸酸鼻  21．7％   27．3％   

20．3％  

ホ÷｛ル′  ミミi：ホ∴  19．6％   14．0％  

※全産業の出典は「平成18年度雇用動向調査結果（厚生労働省）」  

※全産業については「全体」は「常用労働者」、「正社員」は「一般労働者」、「非正社員」は  

「パートタイム労働者」を指す。   

（2）従業員の定着状況  

（出典）平成18年介護労働実態調査（（財）介護労働安定センター）   



7 離職の状況②  

○ 事業所規模が小さいほど、勤続年数が短いほど、離職率が高い。  

（1）事業所規模別離職率（正社員）  

；↓ノ、く   朱キ綽｛ 1PO人以上   

う  34．7％   42．7％   10．5％   

介護醸喪 53．8％   59．8％   16．5％   

（2）経過年数別離職率（正社員）  

（（1）及び（2）の出典）平成18年介護労働実態調査（（財）介護労働安定センター）  
8   



7 離職の状況③  

○ 訪問介護員、介護職員とも待遇への不満、職場の人間関係への不満、自分・家庭の事情が離職の  

大きな原因となっている。  

○ 非正社員は、自分・家庭の事情で離職する割合が高くなっている。  

（1）前職を辞めた理由（介護労働者の職種別）  

待遇亘不満 j－… ＝J ＝＝＝     泰  由者妾  痴      腰痛賽藤 新たに資格  貞分■家庭の  その他  

．  事情（結婚・  

金∴、削    ∴ 華ゃ   ー■■ト  

間）ため 、 等）により  

訪問介護   
24．4％   25．8％  1．6％  7．8％  15．2％   29．8％   

⊂コニ 一員  

19．7％   

介護畔鼻   30．4％   25．6％  1．7％  7．2％  9．0％   27．8％   24．5％   

（2）前職を辞めた理由（介護労働者の就業形態別）  

億草！≒不離  新たに資痛∴  眉分・琴庭の  

かあち尭※  討      ÷堂来1シ■■二      専を≠？を 事情（結婚・  

（賃金二骨∴   ヽ  ギ                ∴t一′・一－      ‘ヰJ  出費■転勤  

時間 等）により   

め 

漣社鼻   29．6％   24．9％  1．3％  7．0％  15．5％  25．3％   23．7％   

非年社鼻 21．7％   22．6％  1．7％  7．8％  11．4％  34．9％   22．2％   

9   
（（1）及び（2）の出典）平成18年介護労働実態調査（（財）介護労働安定センター）  



8 有効求人倍率の推移  

○ 社会福祉専門職種の有効求人倍率は近年急速に高まっている。介護関連職種の有効求人倍率も  

高まっている。  

平成5∴  ‡東J郵二¢  薄碗穣姜  羊凍歯髄  ‡凍痺廊‡  ヰ虜14、二  ヰ成15  平成16  ∵平成17  平成1畠   

J常用（含  

職÷  
0．70   0．48   0．47   0．60   0．54   0．54   0．66   0．83   0．94   1．02  

革  
／く÷トこ）   

0．66   0．40   0．38   0．47   0．42   0．41   0．53   0．71   0．84   0．92  

常用的パ⊥  

トタイム 
1．06   1．08   1．08   1．39   1．28   1．28   1．45   1．32   1，29   1，35   

、  

∴∠ゝ■：’  

0，54   0．59   0．74   0．86   1．08   1．30  

守祉 
草野（懐  

パ「ト）   
0．20   0．18   0．25   0．32   0．38   0．43   0．55   0．69   0．91   1．10  

尊 

甲′  

牒打  1．31   1．37   1．61   1．47   1．55   1．79   

棒 

三．  

草上  
1．14   1．47   1．74  

周ニ≡≡－、二  
連二∴∴  

0．69   0．97   1．22  

聯 
1常用  

トタイム  
2．62   2．86   3．08   

○有効求人倍率の地域格差：介護関連職種（常用（含パート））東京都2．82倍～ 沖縄県0．69倍   

（出典）職業安定業務統計。数値は年度内各月の平均値。  
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9 今の勤務先での継続の意思  

O「やめたい」と考えている者が訪問介護員で10～14％、介護職員で17～23％程度存在する。  

O「やめたい」と考えている者の割合は、訪問介護員よりも介護職員の方が高い。  

タ  ∵1▼ヤ  

こノ                  嶺きる限り 淘め鋳けた  

扱からない  

二‡ 

瀬轟鼻  

イ在社異ト   
2．8％  11．8％  26．9％  44．1％   13．2％   

郁問弁謹畠  

（東正社長）   1．4％  9．3％  35．7％  40．6％   11．9％   

凍溝痺員 
く車准貴） 

3．6％  19．4％  27．6％  33．8％   14．9％   

キ非重雄鼻） 2．7％  15．0％  32．8％  35．8％   13．1％   

（出典）平成18年介護労働実態調査（（財）介護労働安定センター）  
11   



10 働く上での悩み・不安・不満等  

○ 訪問系では定められたサービス行為以外の仕事を要求されることに不満がある。  

○ 施設（入所）系では、仕事内容の割に賃金が安いこと、夜間帯への不安、ケア方法の不安、暴力を  
受けた経験があることなどに悩み・不安・不満がある。  

1乙   ※各項目でそのように答えた者の割合。（出典）平成18年介護労働実態調査（（財）介護労働安定センター）  



11 事業所における従業員の職種別過不足状況  

0 6割を超える事業所が、訪問介護員について「不足している」と回答している。  

（出典）平成18年介護労働実態調査（（財）介護労働安定センター）  
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12 事業所の経営状況  

平成18年7月（介護報酬改定後）の売り上げを平成18年3月（介護報酬改定前）と比較した場合、改  
定後に売り上げが減ったと回答した事業所の割合の方が高い。  

○平成18年3月を100とした平成18年7月の売り上げ指数  

凍細煽  巾0鱒以上  平均指数  
J 

翠q   

亮方開示   11．7％   14．7％  19．8％  19．2％  19．0％   96．2  

4．5％   8．2％  38．9％  29．5％  9．5％   97．1   

（出典）平成18年介護労働実態調査（（財）介護労働安定センター）  
14   



13 事業所運営上の問題点  

事業所は、介護報酬、労働条件■福祉環境の改善、良質な人材の確保、事務手続きの煩雑さを事業  
所運営上の問題点と考えている。  

○指定介護サービス事業を運営する上での問題点（複数回答）  

廟問系 施設（入所）系  

Jノ  命の介護報酬で依  4塁⊥旦塑   4旦ニュ些   

rウ．一丁  一ち．－－‘「≠誉－9∫  

十十  －  ∴         －ヾし＿＿＿J  4塁上墨塑   呈乙塑   

境  呈皇こ1塑   呈班担  

良質な人材の確保が麗ししi′ 30．1％   44．6％  

轟  ・‥壬生  ′1マ∴′ふ．  ト’Y．、L 蜃  ユ旦旦艶   1旦旦艶  

γミ、二㌣ン」■＝十∴∵ヤ十や 介護鍵事恵の腹帯棄務橿顔蒸    妻        ミサ≡：ニ  11．1％   20．1％  

フ、∴昌又    疋帯ゝつ）∴・′‘「＋一子〕。！、妄▲・‡        正  13．9％   13．8％   

利周若や剖周章の‥  18．4％   10．6％  

≡雇左1、、・               丁、f∴ロ又′．    し フP草  5．9％   9．8％  

貞女     、コ                 渾準者と職鼻間の  3．9％   8．6％   
か1て  

＼  －凝ノ、＼  上二．さ暑  ヱや；∴ニ ぺ否∵－  4．3％   8．4％  

ざ慕     草㌍  
ご三；∴1r磨こ一子＜   や  5．7％   5．1％  

4．4％   3．8％  

日  3．4％   3．1％  

（出典）平成18年介護労働実態調査（（財）介護労働安定センター）  
／∫   



14 介護保険制度改正に伴う仕事や職場環境の状況変化  

介護保険制度改正に伴い、「業務量が増えた」、「賃金が下がった」、「労働時間が増加した」、「やめ  

る人が増えた」、「利用者の介護保険サービスヘの苦情が増えた」と回答した者の割合が高い。  

（1）介護保険制度改正に伴う仕事や職場環境の状況変化の有無  
L‘kト /jl 

‥二濁∴？葦  ㍉■■  分からない 

甥問介轟鼻   55．8％  27．7％  13．6％   

介草酸鼻 51．6％  24．0％  21．8％   

介重責壊専門寅   44．8％  44．4％  8．9％   

（2）（1）で「あった」と回答した者について、状況変化の内容（複数回答）  

日，     」．一イヨEl － さ  一定ム⊥京，亡            同  ・・l■一 重  さ  ゴー   
その他  

滋 粟＝二ヂ㌢三         照経た－．7ニニニニ  三二′ニ∵えた えた ※ 増えた   

33．8％  24．1％   基地  3．1％  ユヱニヱ塑     20．4％  ユ4旦艶  7．0％  墨江豊艶  25．8％  2．6％   
介謹貝 

皇左4％  1．4％   ユ之旦塑  4．0％  24二旦塑     1．9％  裏り＿艶  13．3％  11．7％  27．1％  4．1％   
疇鼻  

介護支  

席亭門  8．8％  13．3％  27．8％  27．2％  5．3％   

⊂コ 

※「利用者の介護保険サービスへの苦情が増えた」  

（（1）及び（2）の出典）平成18年介護労働実態調査（（財）介護労働安定センター）  
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15 離職の状況  

○ 離職率の分布には、離職率が「0％」の事業所と「30％以上」の事業所との二極化が見られる。  

訪問介護サービス事業所における訪問介護員の離職率  

（注1分析対象）  

表の分析対象は、職種別・勤務形態別に現在の従業員数、1年間の採用者数、1年間の離職者数の全てに回答があり、かつ、介護事業の開始が1年以上前で、現在訪  

問介護もしくは予防訪問介護サービスを提供していると回答した事業所に限定している。  

（注2 用語の定義）  

【就業形態】  

正社員：雇用している労働者で雇用期間の定めのない者のうち、パートタイム労働者や他企業への出向者等を除いた、いわゆる正社員  

非正社員：正社員以外の労働者（契約社員、嘱託社員、臨時的雇用者、パートタイム労働者）  

【勤務形態】  

常勤労働者：事業場に定める所定労働時間を全て勤務する者  

短時間労働者：1日の所定内労働時間又は、1週の労働日数が常勤労働者より少ない者  

定型的短時間労働者：労働日及び労働日における労働時間が定型的・固定的に定まっている短時間労働者  

非定型的短時間労働者：月、週又は日の所定労働時間が、一定期間ごとに作成される勤務表により、非定型的に特定される者（登録ヘルパー）  

（出典）月刊福祉November2007 P31（平成18年介護労働実態調査（（財）介護労働安定センター）の個票データの再集計によるもの。）  
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付属資料3  

介護労イ動者雇用管理改善等の関連施策について  

（平成20年度）  

1 介護労働者の雇用管理の改善等  

（1）雇用管理の改善のための相談援助事業（4．9億円）  

① 介護労働安定センターの支部に介護労働サービスインストラクターを配置し、雇用管理の  

改善等についての相談援助や介護関連情報の収集・提供を行うとともに、雇用管理コンサル  

タントによる専門的な相談援助を行う。また雇用管理者講習等を実施。  

② 介護労働安定センターが行う介護労働者の実態調査。  

③ 介護労働安定センターの各支部において、医師等専門家に委嘱し、感染症・腰痛対策やメ  

ンタルヘルス対策などの健康確保に関する相談を実施。  

④ 介護労働者雇用管理改善共同開発モデル事業の実施（新規）。  

介護労働安定センターと複数の中小零細介護事業所の集合体（ユニット）が共同して雇用  

管理改善の手法等を開発し、モデル事業として実施。（実施箇所 東京、愛知、大阪）   

（2）人材確保等支援助成金  

印 介護基盤人材確保助成金（26億円）  

認定介護関連事業主が新サービスの提供等を行うのに伴い、特定労働者（訪問介護員1級等   

の資格を有し、1年以上の実務経験を有する者等。上限3名まで。）を新たに雇い入れた場合、   

雇い入れた労働者の賃金の一部を助成する（上限70万円）。  

※ 平成19年度より、特定労働者雇入れ1年後の定着率を加味する等、支給要件を変更。  

② 介護雇用管理助成金（1．6億円）  

認定介護関連事業主が新サービスの提供等を行うのに伴い、採用などの人的管理、就業規   

則・賃金規程などの諸規定整備、健康診断、教育訓練などの雇用管理改善のための事業を実施  

した場合、その費用の一部を助成する。  

匡二  介護労働者の能力の開発及び向上  

（1）介護労働安定センターにおける教育訓練の実施   

（オ公共職業能力開発施設及び民間の委託施設における職業訓練の実施等  

3 介護分野における労働力需給調整機能の整備、強化  

（1）腰働力需給調整機能の強化   
福祉重点ハローワークで、福祉関係業務に係る職業紹介、福祉関係就職面接会等を実施。   



匝車重］  

介護分野の労働者等の推移  

（注二）（）内は、専修学校卒業者のうち、教育・社会福祉関係学科（「保母養成」「教員養成」を除く）を専攻し、関連分野に就職した者。   



特定業種における就業者数の状況  

（単位：人、％）  

就業者数  

区分  （2005年）  

対2000年増減率   

産業計  61，512，500   （▲2．2）  

介護   1，036，800   （115．1）  

看護   1，114，100   （7．0）  

製造業  

（技能関連業種）   
3，030，600   （▲14．0）  

製造業  

（繊維関連業種）   
485，600   （▲33．9）  

建設業  

（技能関連業種）   
2，353，500   （▲9．1）  

飲食店、宿泊業   1，111，300   （0．1）  

農業   2，776，300   （▲3．4）  

林業   35，600   （▲29．9）  

漁業   191，700   （▲19．1）   

（資料出所）総務省統計局「国勢調査」   

（注）1．この表は国勢調査の職業分類を基に作成している。  

2．（）内の増減率は2000年と比較したもの。   



特定産業における入職率・離職率の状況（2006年度）  

（単位：％）  

区分  入職率   離職率   

産業計  22．8   20．3  

医療、福祉  24．9   20．2  

製造業  15．4   14．8  

機械関連業種   17．0   14．8  

繊維関連業種   16．1   18．2  

建設業  21．2   23．0  

飲食店、宿泊業  32．4   29．1  

飲食店   34，3   29．5  

宿泊業   28．7   28．4  

農業  29】8   26．1  

林業  39．0   40．2  

漁業  58．9   57．9   

（資料出所）厚生労働省「雇用保険事業統計」   

（注）1．この表は産業分類を基に作成している。  

2．入職率＝雇用保険被保険者資格取得者数／月末被保険者数  

3．離職率＝雇用保険被保険者資格喪失者数／月末被保険者数   



都道府県別有効求人倍率（平成18年度） 付属資料7  
（単位：倍）  

有効求人倍率  

介護関係職種（常用）  職業計  

パート除く   パートタイム   （常用）  

計   1．74   1．22   3．08   1．02   
道   0．81   0．63   1．47   0．53   

県   0．77   0．62   1．27   0．43   

県   1．04   0．83   1．86   0．76   

県   1．21   0．90   2．23   0．90   

県   0．75   0．56   1．45   0．60   

県   1．39   1．18   2．09   1．01   

県   1．56   1．18   2．82   0．82   

県   2．14   1．73   3．01   0．92   

県   1．85   1．47   2．66   1．32   

県   1．79   1．33   2．84   1．33   

県   2．39   1．60   4．09   0．98   

県   2．29   1．20   4．75   0．87   

都   2．82   1．94   5．46   1．42   

県   2．42   1．53   4，60   0．98   

県   1．32   1．23   1．59   1．一07   

県   1．66   1．46   2．02   1．24   

県   1．61   1．31   2．78   1．22   

県   1．60   1．27   2．34   1．36   

県   2．07   1．41   3．57   1．08   

県   1．71   1．50   2．10   1．16   

県   2．46   1．95   3．54   1．36   

県   2．38   1．87   3．57   1．19   

県   2．86   2．04   4．41   1．79   

県   2．32   1．67   3．54   1．36   

県   1．82   1．33   2．68   1．21   

府   1．36   0．89   2．18   0．98   

府   2．27   1．41   4．32   1．21   

県   1．77   1．03   3．29   0．91   

県   2．25   1．29   4．21   0．79   

県   1．90   1．15   3．50   0．80   

県   0．74   0．61   1．10   0．71   

県   1．40   1．24   1．75   0．84   

県   1．79   1．42   2．82   1．26   

県   1．59   1．26   2．25   1．21   

県   1．35   0．92   2．39   1．06   

県   1．70   1，44   2．23   0．85   

県   2．14   1．49   4．72   1．23   

県   1．43   1．21   2．02   0．84   

県   1．65   1．02   4．81   0．46   

県   1．28   1．00   2．18   0．83   

県   0．96   0．70   1．63   0．63   

県   0．74   0．54   1．33   0．57   

県   1．08   0．81   1．91   0．75   

県   1．04   0．78   1．76   0．97   

県   0．98   0．80   1．50   0．66   

県   0．96   0．73   1．55   0．58   

県   0．69   0．59   1．06   0．40   

全  国  

北  海  

青  森  

岩  手  

宮  城  

秋  田  

山  形  

福  島  

茨  城  

栃  木  

群  馬  

埼  玉  

千  葉  

岡  山  

広  島  

山  口  

徳  島  

香  川  
愛  媛  

高  知  

福  岡  

佐  賀  

長  崎  

熊  本  

大  分  

宮  崎  

鹿 児 島  

沖  縄  

求職者に対して何倍の求人数があるかを示すもの。有効求職者数に対する有効求人の比率  

「122福祉施設指導専門員」「124福祉施設寮母・寮父J「129その他の社会福祉専門の職業」  

○有効求人倍率  

○介護関連職種  

「34卜10家政婦（夫）」「342ホームヘルパー」  

（資料出所）厚生労働省「職業安定業務統計」   



付属資料8－1  

都道府県別職業紹介状況（常用的パートタイム、平成18年度）  
（単位：％）  

介護関係職種  職業  計  

充足率   就職率   充足率   就職率   

計   12．4   49．5   18．8   35．6   

道   22．9   45．9   24．8   31．5   

県   35．4   60．3   40．2   43．4   

県   23．7   56．4   30．4   45．7   

県   14．7   42．5   21．6   37．2   

県   33．2   68．9   31．3   44．4   

県   24．7   65．9   22．7   51．0   

県   15．9   54．1   24．6   37．9   

県   12．5   45．5   19．7   33．2   

県   15．7   48．3   17．4   37．7   

県   13．1   47．4   17．6   39．8   

県   6．4   37，0   13．5   29．6   

県   6．3   41．0   12．9   28．9   

都   6．4   42．1   14．7   33．8   

県   5．9   38．8   14．8   29．1   

県   27．2   53，5   24．6   41．8   

県   20．7   55．1   21．0   43．5   

県   18．1   60．1   19．1   43．7   

県   23．5   69．8   23．3   50．7   

県   12．6   59．3   18．7   37．5   

県   18．2   49．9   20，6   38．2   

県   12．9   54．1   18．0   36．7   

県   10．9   51．1   17．4   33．8   

県   6．4   37．1   11．3   27．8   

県   11．2   53．2   14．4   30．2   

県   15．3   53．2   16．4   33．6   

府   15．5   46．7   18．8   33．9   

府   8．9   50．2   16．0   35．4   

県   10．9   47．9   18．3   32．7   

県   11．0   53．9   18．8   36．2   

県   12．1   52．8   22．2   37．8   

県   26．4   46．3   27．6   40．2   

県   22．4   56．0   22．9   42．4   

県   13．5   49．2   15．7   36．5   

県   14．7   44．9   18．7   35．2   

県   14．5   47．1   18．7   36．8   

県   17．1   51．0   20．9   45．1   

県   16．5   75．6   19．9   47，3   

県   20．9   53．9   23．1   38．2   

県   18．6   110．7   26．7   41．7   

県   17．5   51．2   20．6   31．9   

県   24．9   56．0   26．4   39．0   

県   31．5   61．4   36．5   43．2   

県   21．9   56．9   26．0   38．2   

県   26．5   65．9   25．3   41．2   

県   29．6   54．0   32．6   37．2   

県   29．7   61．8   33．3   40．7   

県   38．4   58．7   35．1   3了．3   

全 国  

北 海  

青 森  

岩 手  

宮 城  

秋 田  

山 形  

福 島  

茨 城  

岡 山  

広 島  

山 口  

徳 島  

香 川  
愛 媛  

高 知  

福 岡  

佐 賀  

長 崎  

熊 本  

大 分  

宮 崎  

鹿児 島  

沖 縄  

「職業安定業務統計」  （資料出所）厚生労働省  

（注）1．介護関係職種：「122福祉施設指導専門員」「124福祉施設寮母・寮父」「129その他の社会福祉専門の職業」  

「34ト10家政婦（夫）「342ホームヘルパー」  

2．充足率とは、充足された求人数を新規求人数で除したもの。  
3．就職率とは、就職件数を新規求職者で除したもの。   



付属資料8－2  

都道府県別職業紹介状況（パートを除く常用、平成18年度）  
（単位：％）  

介護関係職種  職  業計  

充足率   就職率   充足率   就職率   

全 国 計   26．1   42．0   20．9   28．4   
北 海 道   39．2   37．3   30．8   24．1   
青 森 県   50．7   オ5．5   39．1   27．0   
岩 手 県   39．9   46．8   32．1   34二万   

宮 城 県   33．7   40，8   22．6   27．5   
秋 田 県   54．9   45．2   37．8   30．4   
山 形 県   36．1   54．1   29．4   36．6   
福 島 県   27．1   40．3   27．4   31．1   
茨 城 県   20．9   42．6   23．5   28．9   
栃 木 県   26．0   46．2   19．1   33．6   
群 馬 県   22．7   38．7   18．7   32．0   
埼 玉 県   13．0   31．2   15．2   24．0   
千 葉 県   17．4   32．2   15．3   23．0   
東 京 都   14．7   32．0   15．8   20．9   
神奈川 県   14．‾6   32．6   14．7   22．9   
新 潟 県   34．5   53．2   25．8   36．2   
富 山 県   30．1   53．5   23．7   38．8   
石 川 県   31．1   51．5   24．3   35．5   
福 井 県   32．5   53．3   24．5   40．2   
山 梨 県   29．1   55．3   23．3   32．0   
長 野 県   22．5   44．3   22．5   35．8   
岐 阜 県   20．5   47．8   19．0   35．8   
静 岡 県   18．2   14．0   19．0   32．2   
愛 知 県   13，9   37．5   12．7   29．0   
三 重 県   21．9   47．4   16．3   31．7   
滋 賀 県   24．9   46．9   18．6   32．9   
京 都 府   31．4   39．5   20．5   26，7   
大 阪 府   22．7   41．2   19．1   28．0   
兵 庫 県   27．6   40．1   21．6   27．5   
奈 良 県   24．7   41．3   25．2   29．3   
和歌山 県   28．1   45．0   26．7   30．2   
鳥 取 県   50．6   48．7   33．0   33，9   
島 根 県   29．9   51．0   30．7   33．4   
岡 山 県   24．4   45．4   20．1   31．9   
広 島 県   27．4   45．2   19．5   32．7   
山 口 県   36．0   45．8   24．4   35．3   

徳 島 県   23．4   45．2   28．8   31．5   
30．8   53．0   23．7   33．0   
36．6   54．9   28．7   32．0   
40．0   54．2   35．1   22．0   
33．7   44．1   23．0   26．5   
43．4   40．7   35．9   31．2   
59．5   48．8   35．7   30．7   
42．2   49．2   25．5   2臥7   

42．4   48．1   26．5   35．4   

46．0   46．8   34．3   32．0   
46．7   47．7   37，4   30．7   香 川 県          愛 媛 県          高 知 県          福 岡 県          佐 賀 県          長 崎 県          熊 本 県          大 分 県          宮 崎 県          鹿児 島県          沖 縄 県   45，9   39．4   32．4   25．8   

（資料出所）厚生労働省「職業安定業務統計」  

（注）1．介護関係職種：「122福祉施設指導専門員」「124福祉施設寮母・寮父」「129その他の社会福祉専門の職業」  

「341－10家政婦（夫）「342ホームヘルパー」  

2．充足率とは、充足された求人数を新規求人数で除したもの。  

3．就職率とは、就職件数を新規求職者で除したもの。   



介護職における有効求人倍率  

平成13年度  平成14年度  平成15年度  平成16年度  平成17年度  平成柑年度   

介護職（ホームヘルパーを除く）   0．27   0．28   0．34   0．50   0．85   1．30   

介護支援専門員   0．81   0．93   1．56   1．59   ．   2．08   

ホームヘルパー   0．54   0．57   0．60   0．79   1．13   1．42   

（参考）  （倍）  

平成13年度  平成14年度  平成15年度  平成16年度  平成17年度  平成18年度   

正規職員（常勤）   0．27   0．30   0，36   0．51   0．74   1．06   

常勤的非常勤（常勤非正規）   2．11   2．25   2．75   3．70   5．52   7．08   

その他の非常勤   1．71   1．81   1．87   2．34   3．47   4．45   

介護職における充足率  

平成13年度  平成14年度  平成15年度  平成16年度  平成17年度  平成柑年度   

介護職（ホームヘルパーを除く）   27．8   28．2   24．9   20．4   14．8   9．9   

介護支援専門員   11．7   11．3   10．3   11．1   10．0   6．8   

ホームヘルパー   12．7   15．4   14．1   1－1．2   7．8   5．7   

（参考）  （％）  

平成13年度  平成14年度  平成15年度  平成16年度  平成17年度  平成18年度   

正規職員（常勤）   22．7   22．9   21．6   17．4   14．0   8．8   

常勤的非常勤（常勤非正規）   22．8   25．7   22．3   19．2   15．3   11．1   

その他の非常勤   19．3   21．1   19．3   16．7   11．6   8．1   

（資料出所）中央福祉人材センター「福祉人材センターリベンク職業紹介実績報告」  
※平成18年度は4月～11月の数値。  
※有効求人倍率＝有効求人数／有効求職者数  
※充足率＝紹介採用人数／新規求人数×100（％）   



付属資料10－1－1  

（千円）  職種別年齢賃金力一ブ（男、企業規模計）  

→一福祉施設介護員（男）【97．440人】   

－ぺX一看護師（男）【23．950人】   

－－＋－準看護師（男）【13．520人】  
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（資料出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成19年）  

注：所定内給与についてみたもの。  

注：労働者数は調査した労働者ではなく、母集団に対応する数字として推計（復元）した労働者の数である。   



付属資料10－1－2  

（干円）  職種別年齢賃金カーブ（女、企業規模計）  

～17歳   18～19  20～24  25～29  30～34  35～39  40～44  45～49  50～54  55～59  

（資料出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成19年）  

注：所定内給与についてみたもの。  

注：労働者数は調査した労働者ではなく、母集団に対応する数字として推計（復元）した労働者の数である。   



付属資料10－2－1  

職種別経験年数賃金カーブ（男、企業規模計）  
（干円）   

5～9年  10～14年  15年以上   0年  1～4年   

（資料出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成19年）  

注：所定内給与についてみたもの。  

注：労働者数は調査した労働者ではなく、母集団に対応する数字として推計（復元）した労働者の数である。  



付属資料10－2－2  

職種別経験年数賃金カーブ（女、企業規模計）  
（干円）   

10～14年  15年以上   5～9年  0年  1～4年   

（資料出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成19年）  

注：所定内給与についてみたもの。  

注：労働者数は調査した労働者ではなく、母集団に対応する数字として推計（復元）した労働者の数である。  



付属資料10－3－1  

産業、職種別賃金カーブ（男、企業規模計）  
（千円）  

～17歳 18～19歳  20～24歳  25～29歳  30～34歳  35～39歳  40～44歳  45～49歳  50～54歳  55～59歳   

（資料出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成19年）  

注：一般労働者について年収を推計したもの（「きまって支給する現金給与故」×12ケ月＋「特別給与額」）   



付属資料10－3－2  

産業、職種別賃金カーブ（女、企業規模計）  

（千円）   
6000  

－ベト製造業（女）  

＋卸売りト売業（女）  

－◆－サービス業（他に分類されないもの）（女）  

＋介護支援専門員（女）  

一欄←ホームヘルパー（女）  

－－－∈l－福祉施設介護員（女）  

～17歳 18～19歳 20～24歳 25～29歳  30～34歳 35～39歳 40～44歳 45～49歳 50～54歳  55～59歳  

（資料出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成19年）  

注＝一般労働者について年収を推計したもの（「きまって支給する現金給与額」×12ケ月＋「特別給与藷」）   



付属資料10－4－1  

産業、職種別賃金カーブ（男、企業規模10～99人）  

（千円）  
7000  

～17歳  18～19歳  20～24歳  25～29歳  30～34歳  35～39歳  40～44歳  45～49歳  50～54歳  55～59歳   

（資料出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成19年）  

注：一般労働者について年収を推計したもの（「きまって支給する現金給与額」×12ケ月＋「特別給与額」）   



付属資料10－4－2  

産業、職種別賃金カーブ（女、企業規模10～99人）  

（千円）   

6000  

－ぺト製造業（女）  

－－「ト卸売，小売業（女）  

－・一○－サービス業（他に分類されないもの）（女）  

＋介護支援専門員（女）  

－－－う仁一ーーホームヘルパー（女）  

♯福祉施設介護員（女）  

～17歳  18～19歳  20～24歳  25～29歳  30～34歳  35～39歳  40～44歳  45～49歳  50～54歳  55～59歳   

（資料出所）厚生労働省「賃金構造基本統計調査」（平成19年）  

注：一般労働者について年収を推計したもの（「きまって支給する現金給与額」×12ケ月＋「特別給与額」）   



付属資料11  

介護関係職種の求人賃金と求職賃金の比較（平成19年3月）   

介護関係職種におけるパートを除く常用の求人賃金は多くの都道府県で求職者希望賃金を下  
回っている。・－・方、常用的パートタイムの求人賃金はほとんど全ての都道府県で求職者希望賃  
金を上回り、有効求人倍率の高さ（人手不足感）を反映している。また、そのミスマッチは、  
主に労働時間の不規則なこと等によるものと考えられる。  

（単位：円）  

パート除く常用（月給）  常用的パートタイム（時給）   

求人平均賃金  求職者希望   
A－B   

求人平均賃金  求職者希望   
A－B   

（A）   賃金（B）  （A）   賃金（B）   

164．985   174，705  ▲9，720   940   866   74   
147．360   154，870  ▲7，510   841   794   47   
142．844   143，666   ▲ 822   804   723   81   
144．712   143，978   734   858   775   83   
153．910   163．788  ▲ 9，878   886   827   59   
147，627   144，719   2．908   848   726   122   

147，279   160，169  ▲12．890   852   763   

145，963   161．229  ▲15．266   924   806   118   
163，358   179．272  ▲15，914   893   852   41   

161，393   176．230  ▲14．837   884   856   28   
161，661   175，793  ▲14，132   923   878   45   
173，765   193，525  ▲19，760   991   992   ▲1   

172，930   194，938  ▲22，008   959   38   

196，537   210，200  ▲13，663   1．054   1，039   
186，681   205，876  ▲19，195   980   970   10   

164，695   162，320   2，375   945   807   
158，442   173，838  ▲15，396   985   854   131   
161，591   169，344  ▲7，753   921   821   100   

163，770   163，714   56   921   812   109   
168，077   184，286  ▲16，209   932   887   45   
162，222   170，849  ▲8，627   911   830   81   

163，109   171，797  ▲8，688   899   855   44   

167，774   181，148  ▲13，374   993   874   119   

179，016   192，913  ▲13，897   1，004   894   110   

160，387   174，388  ▲14，001   914   879   35   
163，808   181，488  ▲17，680   930   855   

165，677   183，239  ▲17．562   899   882   

177，641   193，464  ▲15．823   994   899   
168，004   186．208  ▲18．204   937   897   40   

169，310   183．729  ▲14，419   889   22   

147，965   162．520  ▲14，555   883   879   4   

148，472   257．143  ▲108，671   887   805   82   

151，155   158，396  ▲7，241   903   800   103   

159，500   171，245  ▲11，745   869   827   42   

161．188   179，335  ▲18，147   927   839   88   

149，873   155，984  ▲6，111   883   807   

163，376   165，833  ▲2，457   940   889   

165，500   167，864  ▲乙364   890   902   ▲12   

151，901   159，947  ▲8．046   1．005   974   31   

149，094   161，084  ▲11，990   843   824   

15乙002   165．329  ▲13，327   869   831   38   

151．582   151，058   524   851   750   101   

139，567   150，169  ▲10．602   800   749   51   

144．640   153，963  ▲9，323   

147．152   159，242  ▲12，090   933   831   102   

143，718   148，021   ▲4．303   823   779   44   

146．771   178，959  ▲32，188   851   752   
140，925   147，824  ▲ 6，899   842   745   97   

全 国 計  

北 海 道  

沖 縄 県  

（：資料出所）厚生労働省「職業安定業務続計」  

（注）1．介護関係職種：「122福祉施設指導専門員」「124福祉施設寮母・寮父」「129その他の社  
会福祉専門の職業」「34ト10家政婦（夫）」「342ホームヘルパー」  

2．求人平均賃金は下限賃金の平均。   



1．見直しの背  

○ 指針が制定された平成5（1993）年以降の社会福祉を取り巻く状況の変化の中で、福祉・  
介護ニーズがさらに増大するとともに、質的にも多様化・高度化。  

○ 少子高齢化の進行等の下で生産年齢人口が減少し、労働力人口も減少が見込まれる一  

方、近年の景気回復に伴い他の産業分野における採用意欲も増大している。福祉・介護  
サービス分野においては、高い離職率と相まって常態的に求人募集が行われ、一部の地域  

や事業所では人手不足が生じている。   

このような中で、福祉・介護ニーズに的確に対応できる人材を安定的に確保していくために  
関係団体等並びに国及び地方公共団体が講ずるよう努めるべき措置について、改  

めて整理を行うもの。  

2．就業の動向  

福祉・介護サービスにおける就業の現況  

女性の占める割合が高い（介護保険サービス従事者の約8割）。  

非常勤職員の占める割合が近年増加（訪問介護サービス従事者の約8割）。  

入職者・離職者の割合が高い（入職率約28％、離職率約20％）。  

給与の水準は他の産業分野を含む全労働者の給与の平均と比較して低い水準。  

潜在的有資格者等が多数存在（介護福祉士47万人のうち福祉・介護サービスに従事しているのは約2  

7万人）。等  

福祉■介護サービスにおける今後の就業の見通し  

今後のサービス需要の拡大に対応して必要となる従事者数の試算を提示。  

（介護保険サービスに従事する介護職員は、平成16年で約100万人（労働力人口の約1．5％）であるが、  

平成26年には約140～160万人（同約2．1～2．4％）が必要）  

3．人材確保のための措置  

○ 労働力人口の減少も見込まれる中で、福祉・介護ニーズ  

の増大や多様化・高度化に対応していくため、福祉・介護  

サービス分野を、人材の確保に最も真剣に取り組んでいか  

なければならない分野の一つと位置付け。  

○ 指針の本来の対象である社会福祉事業のほかに、介護保  
険における居宅介護支援や特定施設入居者生活介護など、  

これと密接に関連するサービスも合わせて「福祉・介護サービ  

ス」と総称し、人材確保のための取組を共通の枠組みで整理   



4．新たな指針のポイント  

人
材
確
保
の
安
定
化
－
定
着
化
 
 

○キャリアと能力に見合う給与体系の構築、適切な給与水準の確保、給  

与水準一事業収入の分配状況等の実態を踏まえた適切な水準の介護報  

酬等の設定、介護報酬等における専門性の高い人材の評価の在り方  
検討  

○労働時間の短縮の推進、労働関係法規の遵守、健康管理対策等の労  

働環境の改善  

○新たな経営モデルの構築、介護技術等に関する研究暮普及 等  

労働環境の  

整備の推進  

○施設長や生活相談員等の資格要件の見直し等を通じた従業者のキャ  

リアパスの構築や研修体系  

○従事者のキャリアパスに対応した研修体系の構築  

○経営者間のネットワークを活かした人事交流による人材育成 等  

キャリアアップの  

仕組みの構築  

祉・介護サービ  

の周知・理解  

○教育機関等によるボランティア体験の機会の提供  

○職場体験、マスメディアを通じた広報活動等による理解の促進等  

○潜在的有資格者等の実態把握／福祉人材センター等による相談   

体制の充実／無料職業紹介等による就業支援・定着の支援等  

在的有資格者  

の参入の促進  

○ 高齢者への研修、障害者への就労支援等を通じた高齢者などの参  
入・参画の促進  等  

多様な人材の  

そのほか、経営者、関係団体等並びに国及び地方公共団体が、十分な連携を図りつつそれぞれの役割を果た  
すことにより、従事者の処遇の改善や福祉・介護サービスの社会的評価の向上等に取り組んでいくことを明記。  

指針の実施状況を評価・検証し、必要に応じて見直す。   



付属資料13  

介護保険制度の概要  

市 町 村（保険者）  ○在宅サービス  
・訪問介護、通所介護 など  

○施設サービス  
・特別養護老人ホーム、老人保健施設など  

○地域密着型サービス  
・認知症対応型共同生活介護、小規模多機能型居  
宅介護など  

○介護予防サービス  
・介護予防訪問介護、介護予防通所介護など  

○地域密着型介護予防サービス  
・介護予防認知症対応型共同生活介護など  

車用の9割分  

の支払い  

都道府県   

2．5％※  

市町村   

12．5％  
税 金  

二■   

※施設等  

給付の場  

合は、  

国20％、  

都道府県  

17．5％  

保険料  

18－20年度）  

財政安定化基金  

全国プール  

保険料   

原則年金からの天引き  

国民健康保険  

健康保険組合など  

全国平均1人あたり  
約4，090円／月  

加 入 者（被保険者）  

（4，285万人）  （2，617万人）   

（注）65歳以上の者（第1号被保険者）及び40歳から64歳までの者（第2号被保険者）の数は、平成18年度の見込数。   



サ ー ビ ス 利 用 の 手 続 き  

○施設サービス  

・特別養護老人ホーム  

・介護老人保健施設  

・介護療養型医療施設  

寝たきりや痴呆で  

介護サービスが必要な方  

医
師
、
看
護
職
員
、
福
祉
関
係
者
な
ど
に
よ
る
 
 

介
護
サ
ー
ビ
ス
の
利
用
計
 
 
 

（
ケ
ア
プ
ラ
ン
）
 
 

○在宅サービス   

ーホームヘルプサービス  

・訪問看護   

・デイサービス  

・短期入所サービス   

■福祉用具貸与  

など  

市
 
町
 
村
 
の
 
窓
 
口
 
 

要支援1  
要支援2  

医
師
の
意
見
書
 
 

要介護状態となるおそれがあり  
日常生活に支援が必要な方  

○市町村の実情に応じたサービス  

（介護保険外の事業）  

・配食サービス   

・軽い日常生活支援  

買い物、布団干し、草取りなどの  
簡単な日常生活の支援   

など   



○ 被保険  推移  

65歳以上の被保険者数は、6年8ケ月で約482万人（22％）増加  

平成12年4月末  平成18年4月末  平成18年12月末   

準保険者数   2，165万人   2，594万人   2，648万人   

（出典：介護保険事業状況報告）  

○ 要介護認定  ・受けた人  

要介護認定を受けた者は、6年8ケ月で約222万人（102％）増加  

平成12年4月末  平成18年4月末   
平成18年12月   

末   

認定者数   218万人   435万人   440万人   

（出典：介護保険事業状況報告）   



サービス利用者数の推移  

○ サービスの利用者は、制度発足時の約2．4倍に増加している。  

【サービスの利用者数の推移】  【第1号被保険者数（65歳以上の被保険者）と  

要介護認定者数の推移】  

0  0  

H12年4月  H18年10月  H12年4月末  H18年12月末  

H12年4月   H18年10月   

利用者数  149万人   354万人（138％増）  

在宅サービス   97万人   257万人（165％増）  

施設サービス   52万人   81万人（56％増）  

H12年4月末   H18年12月末   

第1号被保険者数   2，165万人  2，648万人（22％増）   

要介護認定者数   218万人   440万人（102％増）  



（出典：介護保険事業状況報告他）   




